
第１回 国道 115 号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会

日 時：平成27年 3月26日（木）14:30～16:00

会 場：福島県福島市

Ａ･Ｏ･Ｚ（アオウゼ） 視聴覚室

次 第

１．開会

２．道路整備に関する懇談会設立について

（設立趣旨書（案）、規約（案）、今後の展開について）

３．会長あいさつ

４．議事

（１）国道１１５号相馬福島道路の進捗状況

（２）国道１１５号相馬福島道路及び相馬港の整備効果

（３）意見交換

５．その他

６．閉会
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敬称略
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国道１１５号相馬福島道路 

道路整備に関する懇談会 

設立趣意書 
 

国道１１５号相馬福島道路は、常磐自動車道と東北自動車道を結

ぶ約４５km の自動車専用道路であり、東日本大震災からの復興に向

けたリーディングプロジェクトとして早期完成を目指し、整備が進

められています。 

 

東日本大震災により深刻な打撃を受けた地域経済の持続的成長を

実現し、経済再生を図るためには、民間投資を喚起する成長戦略が

必要となっています。その中で、福島県北地域の沿岸部と内陸部の

連携を強化する新たな広域ネットワークを構築する本道路の整備に

よってもたらされる立地競争力の強化や、民間投資の誘発による需

要の拡大などのストック効果は、大きな役割を果たすことが期待さ

れます。 

 

このため、本道路のストック効果が最大限発揮できるよう、事業

の進捗状況を関係者間でこれまで以上に共有すると共に、本道路を

最大限に活用するための経済・観光振興等の取り組みについて、関

係者が一体となって議論することを目的に、国道１１５号相馬福島

道路 道路整備に関する懇談会を設立するものです。 



国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会 

規約 

 

（名称） 

第１条 この懇談会は、国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会（以下、「懇 

談会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 懇談会は、国道１１５号相馬福島道路のストック効果が最大限発揮できるよう、 

事業の進捗状況を関係者間でこれまで以上に共有すると共に、本道路を最大限に 

活用するための経済・観光振興等の取り組みについて、関係者が一体となって議 

論することを目的とする。 

 

（組織） 

第３条 懇談会は、別表１に掲げる機関並びに職にあるものをもって構成する。 

   二 構成機関並びに構成員は、必要に応じ会長が発議し、審議を以って変更できる。 

   三 懇談会は、必要に応じてオブザーバーを置くことができる。 

   四 懇談会は、必要に応じて作業部会を設置することができる。 

 

（役員） 

第４条 懇談会に次の役員を置く。 

  （１）会長は、東北地方整備局福島河川国道事務所長とする。 

  （２）副会長は、東北地方整備局磐城国道事務所長及び小名浜港湾事務所長と 

     する。 

   

（懇談会） 

第５条 懇談会は、必要に応じ会長が召集し、国道１１５号相馬福島道路における次の事 

項について共有・議論を行う。 

  （１） 進捗状況等 

  （２） 利活用に関する意見および利活用方法 

  （３） 地域向けの情報発信方法 

  （４） その他、必要な事項に関すること 

 

（事務局） 

第６条 懇談会の事務局は、東北地方整備局福島河川国道事務所調査第二課・磐城国道事 

務所調査課・小名浜港湾事務所企画調整課に置くものとし、事務局長は、東北地方

整備局福島河川国道事務所副所長（道路）とする。 

 

 



（雑則） 

第７条 本規約に定めるもののほか、懇談会の運営に関して必要な事項は会長が定める。 

 

 附則 この規約は、平成２７年３月２６日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表－１ 

国道１１５号相馬福島道路 道路整備に関する懇談会 

 

 構成機関 

国土交通省 東北地方整備局 

   福島河川国道事務所、磐城国道事務所、小名浜港湾事務所 

福島県 

福島市、相馬市、伊達市、桑折町、新地町 

福島商工会議所、相馬商工会議所 

桑折町商工会、伊達市商工会、保原町商工会、飯坂町商工会、新地町商工会 

東日本高速道路株式会社 東北支社 

   福島管理事務所、いわき管理事務所 

 

委  員 

会 長：東北地方整備局 福島河川国道事務所長 

副会長：東北地方整備局 磐城国道事務所長、小名浜港湾事務所長 

委 員：福島県 商工労働部 商工総務課長、観光交流局 観光交流課長 

        土木部次長（道路担当） 

県北地方振興局 次長、相双地方振興局 次長兼企画商工部長 

        県北建設事務所長、相双建設事務所長 

        相馬港湾建設事務所長、 

    福島市 商工観光部長、建設部長 

    相馬市 産業部長、建設部長 

    伊達市 産業部長、建設部長 

    桑折町 産業振興課長、地域整備課長 

    新地町 企画振興課長、建設課長 

    福島商工会議所 専務理事 

    相馬商工会議所 専務理事 

    桑折町商工会 副会長 

    伊達市商工会 会長 

    保原町商工会 副会長 

    飯坂町商工会 副会長 

    新地町商工会 副会長 

    東日本高速道路株式会社 東北支社 福島管理事務所長 

    東日本高速道路株式会社 東北支社 いわき管理事務所長 

敬称略 

事務局長：東北地方整備局 福島河川国道事務所副所長（道路） 

事 務 局：福島河川国道事務所 調査第二課、磐城国道事務所 調査課 

     小名浜港湾事務所 企画調整課 



年度 開通⽬標 事　　　　項

H31以降

国道115号相⾺福島道路 道路整備に関する懇談会　今後の展開

H26

H27

H28

H29

H30

阿武隈東道路　開通⽬標

東北中央⾃動⾞道（福島〜⽶沢）
阿武隈東〜阿武隈

霊⼭道路

開通⽬標

相⾺⻄道路　開通⽬標

第１回懇談会 （ 事業概要及び整備効果の説明 ）

懇談会 （ 各⾃治体からの利活⽤等のプレゼン ）

懇談会 （ 各⾃治体の利活⽤⽅針等について ）

各⾃治体による利活⽤・整備効果に関するとりまとめ
（各企業や利⽤者団体へのヒアリングを実施等）

懇談会メンバー等による現地視察
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

東北地方整備局 小名浜港湾事務所

平成２７年 ３月２６日

資料－３



道路整備による港湾利用事例（茨城港常陸那珂港区）

・平成２３年３月１９日の北関東自動車道全線開通以降、茨城県常陸那珂港区の貨物取扱量が増大。
・貨物量の増加を受けて、コンテナ航路１便/週、外貿ＲＯＲＯ※航路５便/週が新規に開設された。
・栃木県の大手自動車メーカーが、京浜港から常陸那珂港区への利用港転換を検討中。

北関東自動車道全通

中国等コンテナ航路
外貿RORO航路が新規開設

建機企業立地

【茨城港常陸那珂港区取扱貨物量の推移】

茨城港
常陸那珂港区

茨城県

栃木県群馬県

約5割増

約5割増

約9割増

【各県の大型車交通量変化】

※群馬県、栃木県には、大手自動車
メーカーの自動車工場及び関連産
業が立地。

・京浜港の渋滞による輸送効率を改善
するため常陸那珂港区へシフト。

例：栃木県→京浜港 ：1日1回転

栃木県→常陸那珂：1日2回転

① ②

③

1

東日本大震災

※ RORO（Roll on Roll off 船）：貨物の積卸しを車
両で行う船舶。自動車航送船やフェリーなど。

【北関東自動車道のルート図】



相馬福島道路整備による相馬港のアクセス性向上

2

宮 城 県

相馬港

県庁

磐越自動車道

東
北

中
央

自
動

車
道

東
北

自
動

車
道

東
北

本
線

東
北

新
幹

線

相馬～南相馬
H24.4開通

南相馬～浪江
H26.12開通

浪江～常磐富岡
H27.3開通

山元～新地
  ～相馬

H26.12開通

亘理～山元
H21.9開通

常
磐
自
動
車
道

115

113

349399

399

114

349115 114

459

 4

459

349

288

 6

相馬福島道路

霊山～福島 霊山道路

阿武隈東～阿武隈 阿武隈東道路

相馬西道路
H25d事業着手 H29d開通予定 H30d開通予定

H29d開通予定 H28d開通予定

・国道115号は、線形不良や幅員狭小により、自然災害や冬期路面凍結事故による通行止めが過去15
年で14回発生している。線形不良等の解消により、通行止めリスクが回避され安全性も向上。

・福島市、伊達市の工業団地から相馬港の輸送時間が短縮し輸送効率が向上。

◎相馬市～福島市（福島飯坂ＩＣ）間
の所要時間

７６分 → ４１分（３５分短縮）

伊達市

福島市

宮桑折町
国見町

工業団地

・既存の国道115号では、過去15年

間（Ｈ11～Ｈ25）で自然災害等によ

る通行止めが14回発生

◎相馬福島道路の整備により輸送

の信頼性・安全性が格段に向上

Ｈ３０年度開通予定

Ｈ２８年度開通予定Ｈ２９年度開通予定

Ｈ２９年度開通予定Ｈ２５年度事業着手



相馬港利用転換による輸送費削減効果の期待

3

【貨物輸送コスト（40フィートコンテナ）】

新潟港

相馬港

県北地域米沢市

新潟県 福島県

山形県
宮城県

仙台
塩釜港約２割が

新潟港利用

約７割が
京浜港利用

約９割が
京浜港利用

約１割弱が
仙台港利用

【福島県県北地域、山形県米沢市の生産・消費コンテナ貨物の動向】

（参考：港湾利用転換による輸送費等削減効果事例）
①Ｉ社（陸上輸送費削減）

相馬港利用前：神戸港→東京湾港→陸上輸送→二本松工場

相馬港利用 ：神戸港→相馬港 →陸上輸送→二本松工場

２千円/㌧の輸送費減

・福島県の県北地域及び山形県米沢市には相馬港を利用する可能性がある貨物が潜在。

・これらの貨物は、現状、高い陸上輸送コストを要して遠隔地の港湾を利用しているが、相馬福島道路の

開通によるアクセス向上により、相馬港利用の可能性有り。

・京浜港への陸送輸送貨物を相馬港利用に転換することにより、大幅に輸送費を削減することが可能。

②Ｓ社（輸送効率化、環境負荷低減）

相馬港利用前：川崎港→ 陸上輸送→東北各県へ

相馬港利用 ：川崎港→相馬港→陸上輸送→東北各県へ

輸送コスト､ＣＯ２排出量削減

◎京浜港への陸送輸送貨物を、相馬港利用に

転換することによる輸送コスト削減効果

県北地域：コンテナ１個当たり約４割の削減

米沢市：コンテナ１個当たり約３割の削減

※輸送コストは、『港湾投資の評価に関する解説書（2011）』を元に試算

輸送ルート 輸送コスト 備考
県北地域→（陸上輸送）→　　　　　　　　　　　　　　　京浜港 181,000 円/個 現状

県北地域→（陸上輸送）→相馬港→（海上輸送）→京浜港 106,290 円/個 約４割削減
米沢市→（陸上輸送）→　　　　　　　　　　　　　　　京浜港 194,340 円/個 現状

米沢市→（陸上輸送）→相馬港→（海上輸送）→京浜港 134,180 円/個 約３割削減
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